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第４期における経済評価の実施について 

 

１ 第 54回施策調査専門委員会での決定事項 

① 実施目的 

かながわ水源環境保全・再生施策大綱に基づき実施した事業を総合的に評価する

視点のひとつとして経済評価を実施する。第４期に行う経済評価は、施策大綱期間

満了における施策の成果・課題等を確認してとりまとめる総合的な評価（最終評価）

の経済的な側面の評価として活用する。 

 

② 評価対象 

施策大綱事業全般（一般財源と特別財源により行っている事業） 

・最終評価に向けた経済評価においては、その対象は特別対策事業に限定される

ものではなく、施策大綱事業全般の評価を行う。 
・施策大綱前と現在の状況を比べ、県民の福利の向上度合いを貨幣価値で算出す

る。 
・「県民参加による水源環境保全・再生のための仕組み」については、評価対象

とするかを検討する。 
 

【施策大綱事業】 
  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

〔大柱〕         〔中柱〕                          〔小柱〕 

自
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広域的水源林の整備 

地域水源林の整備 

森林資源の有効活用 

 
森林保全の担い手確保 

２ 河川の保全・再生 
河川の環境整備 

ダム湖の環境整備 

地下水の保全・再生 ３ 地下水の保全・再生 

水
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１ 森林の保全・再生 

県民の意志を基盤として施策
を推進する新たな仕組み 

総合的な水環境調査の実施 

６ 水源環境保全・再生を
支える活動の促進 

４ 水源環境への負荷軽減 

生活系水質汚濁負荷の軽減 水
源
環
境
へ
の

負
荷
軽
減 

生活系以外の水質汚濁負荷の

軽減 

水の効率的利活用 

５ 県外上流域対策の推進 県外上流域対策の推進 

市町村の取組を促進する仕組み 

７ 水源環境保全･再生を
推進する仕組み  

上下流連携の推進 

水環境教育・学習の推進 

施策体系（特別対策事業＋一般財源事業／全 58事業） 

(特別＋一般／5 事業) 

(特別＋一般／9事業) 

(特別＋一般／2事業) 

(特別＋一般／4事業) 

(特別＋一般／2事業) 

(特別＋一般／5事業) 

(一般／4事業) 

(特別＋一般／2 事業) 

(特別＋一般／3事業) 

(特別＋一般／3事業) 

(一般／5 事業) 

(一般／1事業) 

(特別／1事業) 

(一般／3事業) 

(一般／3事業) 

(特別／1事業) 

(特別＋一般／5事業) 

※小柱の        は、特別対策事業のみ、あるいは一般財源事業との両方により取組を行っている  

水土保全の基盤整備 

資料１－１ 
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③ 評価期間 

評価対象期間は平成 19 年度から経済評価実施の前年度令和３年度までの 15 年間

の実績をもとに令和８年度までの 20 年間の実績予測を反映させたものとする。 
 

④ 実施手法 

・施策大綱事業全体の評価を CVM（仮想的市場評価法）で行い、特別対策事業の

中で、機能を直接貨幣換算できるところについては代替法で評価を行う方向で

検討 
・SDGs やグリーンインフラストラクチャーという副次的な効果についても、施策

の効果として質問項目に入れていく。 
 

 評価手法 手法の概要 課題 

顕

示

選

好

法 

旅行費用法 

（トラベルコ

スト法：TCM） 

施設を訪れる人が支出する交通費や費やす時間をもとに効果

の価値を計測する手法である。 

レクリエーション行動に基づく分析手法であるため、観光地

などのレクリエーションに関する価値の分析に適する。 

レクリエーション行動に結

びつかない価値（歴史的・文

化的に貴重な施設の存在価

値）の計測は困難である。 

代替法 
評価対象とする事業と同様の便益をもたらす他の市場財の価

格をもとに便益を計測する手法である。 

適切な代替財が設定できな

い場合は適用できない。 

ヘドニック・

アプローチ法 

整備効果は地価に帰着するという仮説のもと、地価関数を推

計し、整備による地価の変化により価値を計測する。 

地価関数で評価可能な指標

が限られる。 

表

明

選

好

法 

仮想的市場評

価法（CVM） 

環境の変化など、貨幣換算が難しい効果の価値をアンケートに

より把握する手法である。具体的には、整備による環境の変化

に対し「いくらまで支払えるか」という質問を行い、効果を定

量的に把握する手法である。 

アンケート調査を行う必要

があるため、適切な手順、ア

ンケート内容にしないとバ

イアスが発生し、推計精度

が低下する。 

コンジョイン

ト分析 

CVMと同様に、アンケート調査により貨幣換算が難しい環境の

変化の価値を把握する手法であるが、価値を一括で尋ねる CVM

に対し、価値を構成する複数の要素の価値についても把握で

きる点で相違がある。 

CVMと同様である。 

潜在クラスモ

デル 

回答者が選好の異なる複数のグループ（クラス）から構成さ

れていると仮定し、それぞれのクラスに効用関数を設定し分

析を行う手法。 

水源施策は関わっている事

業が多く、クラスが大量に

なることが予想される。ク

ラスが多いほど分析が複雑

になり、評価の信頼度が下

がると言われている 

熟議型貨幣評

価 

CVM等でアンケートを行う際に、時間をかけた十分な情報提供

や、専門家や他の参加者との意見交換を経て、回答者の選好

が十分に形成されたうえで価値評価を行う方法。 

回答者に十分に説明してし

まうため、消費者としての

立場ではなく、当事者とし

て回答することとなる。そ

のため、回答の貨幣価値が

一般県民とは乖離すること

が想定される。 

顕示選好法：人々が実際に行った行動や市場情報をもとに分析を行う方法 
表明選好法：仮想的な状況における人々の行動をアンケート調査によって聞き出し、それを

もとに行う方法 
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２ 検討事項 

① 経済評価のスケジュールについて H26年度に実施したものを参考に示す。 

資料 1-2「かながわ水源環境保全・再生施策『経済的手法による施策評価』業務

の流れ」を参考に提示する。 

  ② 資料 1-3「仕様書案」について参考に作成したものを示す。 

    ・評価方法については、ＣＶＭやコンジョイント分析での実施が望ましいと考え

るが、業者からの提案も受け付けて検討することとする。 

    ・業務を行う際には有識者会議の指導・助言を受けながら行う。 

 ・有識者会議の構成員は、環境政策分析に精通している有識者２名程度及び神奈

川県の水源環境保全・再生施策に精通している有識者（施策調査専門委員）２

名程度を想定。 

③ 環境資源勘定と自然資源勘定について 

非経済系である森林や水などの自然資源のストックとそれらの採取、利用、廃棄

等のフローを会計手法により賃借対照表の形式で表現していく考え方。 

アンケートを行う際に資料として提示を行うか検討していく。 

 

  ④ 副次的な効果の指標について 

Nature-based Solutions (NbS) という考え方について、土屋委員からお話があ

り、ＳＤＧｓやグリーンインフラと併せて確認を行う。 

NbSについては、「社会の課題に順応性高く効果的に対処し、人間の幸福と生物多

様性に恩恵をもたらす、自然あるいは改変された生態系の保護、管理、再生のた

めの行動」と定義づけられており、社会課題の解決のために自然保護等からアプ

ローチを行うものである。 

ＳＤＧｓに沿った構成となっており、グリーンインフラといった概念を包括する

考え方になる。 

例）東南アジア等で、エビ養殖等のための乱開発により海岸沿いのマングロー

ブ林がなくなり、高潮等の被害が出ている地域において、高潮による被害の軽

減、住民の経済的困窮という課題に対し、マングローブ林の再生を行うことによ
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り、高潮の被害の軽減を図るとともに、水産資源の回復により漁労による生業の

回復を行った事例。 


